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議案第２１号 

 

令和４年度湯前町下水道事業特別会計予算 

 

令和４年度湯前町下水道事業特別会計予算は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１５２，２９７千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

 （地方債） 

第２条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の

方法は、「第２表 地方債」による。 

 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書きの規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとお

りと定める。 

（１）各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内

でのこれらの経費の各項の間の流用。 

 

 

令和４年３月９日提出 

湯前町長 長谷 和人 
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第 １ 表  歳  入  歳  出　予  算

歳　入 単位：千円

款 項 金                   額

  1. 使用料及び手数料 56,893

  1. 使用料 56,872

  2. 手数料 21

  2. 繰入金 90,102

  1. 他会計繰入金 89,502

  2. 基金繰入金 600

  3. 繰越金 200

  1. 繰越金 200

  4. 諸収入 1

  1. 雑入 1

  5. 町債 5,100

  1. 町債 5,100

  6. 財産収入 1

  1. 財産運用収入 1

歳               入               合               計 152,297
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歳　出 単位：千円

款 項 金                   額

  1. 下水道事業費 14,672

  1. 下水道事業費 14,672

  2. 下水道維持管理費 49,681

  1. 維持管理費 49,681

  3. 基金積立金 1

  1. 基金積立金 1

  4. 公債費 87,743

  1. 公債費 87,743

  5. 予備費 200

  1. 予備費 200

歳               出               合               計 152,297
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第２表 地方債 

 

(単位：千円) 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利     率 償 還 の 方 法 

 

１．下水道事業債 

 

５，１００ 

 

 

証書借入 

 

年４．０％以内 

（ただし、利率見直し方式

で借り入れる資金につい

て、利率の見直しを行った

後においては、当該見直し

後の利率） 

 

４０年以内（うち据置期間５年以内） 

半年賦元利均等償還等 

（ただし、町財政の都合により繰上償還

をなし、又は低利債に借り換えをするこ

とができる。） 
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歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書

１  総　括
（歳　入） 単位：千円

款 本　年　度　予　算　額 前　年　度　予　算　額 比　　　　　　較

  1. 使用料及び手数料 56,893 57,215 △322

  2. 繰入金 90,102 92,626 △2,524

  3. 繰越金 200 200 0

  4. 諸収入 1 1 0

  5. 町債 5,100 2,400 2,700

  6. 財産収入 1 1 0

      歳          入          合          計 152,297 152,443 △146
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（歳　出） 単位：千円

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較 特 　　   定 　    財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

  1. 下水道事業費 14,672 22,789 △8,117 0 5,100 9,572 0

  2. 下水道維持管理費 49,681 42,688 6,993 0 0 49,681 0

  3. 基金積立金 1 1 0 0 0 1 0

  4. 公債費 87,743 86,765 978 0 0 87,743 0

  5. 予備費 200 200 0 0 0 200 0

 歳     出     合     計 152,297 152,443 △146 0 5,100 147,197 0

一 般 財 源
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２　　歳　入

（款） 1 使用料及び手数料  （項） 1 使用料 単位：千円

節

区　　分 金　　額

1. 下水道使用料 56,872 57,194 △322 1. 現年度分 56,772 1.下水道使用料現年度分                                  

2. 過年度分 100 1.下水道使用料過年度分                                  

　　 　　計 56,872 57,194 △322

（款） 1 使用料及び手数料  （項） 2 手数料

1. 下水道手数料 21 21 0 1. 事務手数料 1 1.事務手数料                                            

2. 督促手数料 20 1.督促手数料                                            

　　 　　計 21 21 0

（款） 2 繰入金  （項） 1 他会計繰入金

1. 一般会計繰入金 89,502 80,435 9,067 1. 一般会計繰入金 89,502 1.一般会計事業費繰入金                                  

　　 　　計 89,502 80,435 9,067

（款） 2 繰入金  （項） 2 基金繰入金

1. 基金繰入金 600 12,191 △11,591 1. 基金繰入金 600 1.基金繰入金                                            

　　 　　計 600 12,191 △11,591

（款） 3 繰越金  （項） 1 繰越金

1. 繰越金 200 200 0 1. 繰越金 200 1.前年度繰越金                                          

　　 　　計 200 200 0

（款） 4 諸収入  （項） 1 雑入

1. 雑入 1 1 0 1. 雑入 1 1.雑入                                                  

　　 　　計 1 1 0

目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　較 説　　　　　　　　　　　　明
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（款） 5 町債  （項） 1 町債 単位：千円

節

区　　分 金　　額

1. 下水道事業債 5,100 2,400 2,700 1. 下水道事業整備債 5,100 1.流域下水道事業債                                 1,800

1.公営企業会計適用債                               3,300

　　 　　計 5,100 2,400 2,700

（款） 6 財産収入  （項） 1 財産運用収入

1. 利子及び配当金 1 1 0 1. 利子及び配当金 1 1.積立金利子                                            

　　 　　計 1 1 0

目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　較 説　　　　　　　　　　　　明
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３　　歳　出

（款） 1 下水道事業費  （項） 1 下水道事業費 単位：千円

本　年　度　の　財　源　内　訳

目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　較 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

1. 下水道事業費 14,672 22,789 △8,117 0 5,100 9,572 0 1. 報      酬 160 1.下水道事業審議会委員報酬                      

2. 給      料 2,415 1.一般職給料                                    

3. 職員手当等 1,833 1.扶養手当                                    78

1.通勤手当                                    86

1.住居手当                                   246

1.期末勤勉手当                               890

1.時間外勤務手当等                            50

1.退職手当                                   483

4. 共  済  費 749 1.市町村共済組合負担金                          

8. 旅      費 88 1.下水道事業審議会委員費用弁償                58

1.普通旅費                                    30

10. 需  用  費 22 1.消耗品費                                    19

1.食糧費                                       3

11. 役  務  費 9 1.通信費                                        

12. 委  託  料 3,300 1.下水道事業地方公営企業法適用支援業務委託      

18. 負担金補助及 2,096 1.球磨川上流流域下水道事業工事負担金       1,846

び交付金 1.球磨川上流流域下水道促進協議会負担金       136

1.全国町村下水道推進協議会県支部負担金        20

1.公務災害補償基金負担金                       6

1.日本下水道協会負担金                        72

1.職員研修費                                  16

26. 公  課  費 4,000 1.消費税                                        

　　計 14,672 22,789 △8,117 0 5,100 9,572 0

節

一般財源
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（款） 2 下水道維持管理費  （項） 1 維持管理費 単位：千円

本　年　度　の　財　源　内　訳

目 本年度予算額 前年度予算額 比　　　較 特　　　定　　　財　　　源 説　　　　　　明

国県支出金 地方債 その他 区分 金額

1. 公共下水道維 49,681 42,688 6,993 0 0 49,681 0 8. 旅      費 3 1.普通旅費                                      

持管理費 10. 需  用  費 1,359 1.消耗品費                                    10

1.燃料費                                      99

1.光熱水費                                   900

1.修繕料                                     300

1.公用車修繕料                                50

11. 役  務  費 481 1.通信費                                       5

1.電話料                                     228

1.口座振替等手数料                           200

1.公用車法定点検手数料                        13

1.自動車共済等保険料                          35

12. 委  託  料 1,555 1.ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ保守管理委託料                 1,302

1.水質検査委託料                              33

1.下水道資産台帳管理システム保守委託料       220

13. 使用料及び賃 5 1.駐車場使用料                                  

借料

14. 工事請負費 900 1.公共桝新設工事                                

18. 負担金補助及 45,348 1.流域下水道維持管理負担金                44,748

び交付金 1.下水道接続補助金                           600

22. 償還金利子及 30 1.下水道使用料還付金                            

び割引料

　　計 49,681 42,688 6,993 0 0 49,681 0

節

一般財源
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（款） 3 基金積立金  （項） 1 基金積立金 単位：千円

1. 基金積立金 1 1 0 0 0 1 0 24. 積  立  金 1 1.基金積立金利子                                

　　計 1 1 0 0 0 1 0

（款） 4 公債費  （項） 1 公債費

1. 元金 76,276 74,410 1,866 0 0 76,276 0 22. 償還金利子及 76,276 1.下水道事業債元金                              

び割引料

2. 利子 11,467 12,355 △888 0 0 11,467 0 22. 償還金利子及 11,467 1.下水道事業債利子                              

び割引料

　　計 87,743 86,765 978 0 0 87,743 0

（款） 5 予備費  （項） 1 予備費

1. 予備費 200 200 0 0 0 200 0 1.予  備  費                                    

　　計 200 200 0 0 0 200 0
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１．特別職

報　酬 給　料 期末手当 計

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

長　等

議　員

計 9 160 160 160

長　等

議　員

計 9 1 1 1

長　等

議　員

計 0 159 159 159

0 159 159 159

1

 

160

9 1 1

前
年
度

比
較 その他の

特別職

備　考

給与費明細書

9 160 160

合　計
区　分

職員数
給　　与　　費

共済費

その他の
特別職

その他の
特別職

本
年
度
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

普通昇給に伴う増加分

扶養手当　　　支給要件異動分 78 千円
通勤手当　　　支給要件異動分 86 千円
期末勤勉手当　普通昇給に伴う増加分 27 千円
住居手当　　　支給要件異動分 246 千円
退職手当　　　普通昇給に伴う増加分 60 千円

前年度 1 0 2,345

職員手当
等の内訳

2778

前年度

時間外
勤務手当

0 2,415 1,833 4,248

扶養手当
期末勤勉
手    当

1

本年度

区　分
職員数

人 千円 千円

共済費

千円 千円

計

千円

3,681 664

0

0

890

086

0

通勤手当

千円

区　分

千円

区　分
増減額

千円

給　　与　　費

70

863

千円

0

千円

比　較

86

0

管理職手当

２　一般職

比　較 0

（１）総括

本年度

報　酬 給　料 職員手当等

0

78 246

423

246

0 0

備　考

1,833

千円 千円

 

合　計

常勤１

日直手当 計退職手当

85 652

0

50

50

千円

住居手当

千円

483

千円

749 常勤１4,997

0

60

千円

1,336

4,345

その他の増減分

497 567

1,336

0

497

増減事由別内訳
千円

その他の増減分

説　　　　明

497職員手当

70
70給　　料

497

－14－



（３）給料及び職員手当の状況

ア　職員一人当たり給与 ウ　級別職員数

級 級

６ ６

５ ５

４ ４

３ ３

２ ２

イ　初任給 １ １

計 計

（級別の標準的な職務内容）

　

特に高度な知識又は
経験を必要とする業
務を行う主事・社会
福祉士・学芸員・保
健師の職務

主事・社会福祉士・
学芸員・保健師の職
務

一般行政職

区分

総務課長の職務及び
総務課長を経験した
課長の職務

課長・会計管理者の
職務

１級６級 ５級

令和３年
２月１日現在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

　

１００．０

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

一般行政職

１９９，９００

１９９，９００

２６歳７ヶ月

区　　　　　分

令和４年
２月１日現在

３級 ２級

１９３，９００

１９３，９００

２５歳７ヶ月

１

大学卒

　 　

令和３年２月１日現在

職員数（人） 構成比（％） 職員数（人） 構成比（％）

令和４年２月１日現在

１５０，６００

一般行政職

１５０，６００

国の制度（一般行政職）

一　般　行　政　職

　

　

　 　

課長補佐・主幹の職
務と職務内容が、こ
れと同程度の職務

係長・参事の職務

１８２，２００

１ １００．０

４級

区　　分

高校卒

１８２，２００

１ １００．０ １ １００．０
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エ　昇給

オ　期末手当、勤勉手当

区　　　　　　　　　　分 合　　計 区　　　　　　　　　　分 合　　計

本
年
度

職員数　　　　　　　（Ａ）（人） １

前
年
度

職員数　　　　　　　（Ａ）（人） １

昇給に係る職員数　　（Ｂ）（人） １ 昇給に係る職員数　　（Ｂ）（人） １

号給数別内訳

２号給    （人）

号給数別内訳

２号給    （人）

４号給    （人） １ ４号給    （人）

８号給　　（人） 　 ８号給　　（人） 　

１

６号給　　（人） ６号給　　（人）

区　　分
支 給 期 別 支 給 率 支給率計

比率（Ｂ）/（Ａ）（％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％１００．０ 比率（Ｂ）/（Ａ）（％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ％

備　　　　考

１００．０

４．４５

４．４５

６月（月分） １２月（月分） （月分）

職制上の段階、職務の級等による加
算措置

本 年 度 ２．２２５ ２．２２５

国 の 制 度 ２．２２５ ２．２２５

前 年 度 ２．２２５ ２．２２５

４．４５

国家公務員の給与法改正
に伴い、改定予定

令和３年度人事院勧告に
伴い、改定予定

湯前町一般職の職員の給与に関する
条例第２０条第５項に基づく加算措
置有り

（国家公務員）一般職の職員の給与
に関する法律第１９条の４第５項に
基づく加算措置有り
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カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

キ　その他の手当

区　　分

２０年勤続
の者

２５年勤続
の者

３５年勤続
の者

最高限度 その他の
加算措置

備考
（月分） （月分） （月分） （月分）

退 職 時 特 別 昇 給

支給率等 ２４．５８ ３３．２７ ４７．７０ ４７．７０

定年前早期
退職特例措
置（３～４
５％加算）

制度なし

制度なし

 

　

　

国の制度
（支給率等）

２４．５８ ３３．２７ ４７．７０ ４７．７０ 同上

住　居　手　当 同

区　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差　　異　　の　　内　　容

通　勤　手　当 同

扶　養　手　当 同
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地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び 

当該年度末における現在高の見込みに関する調書 
 

(単位：千円) 

区  分 
前々年度末 

現 在 高 

前年度末現在高 

見  込  額 

当該年度中増額見込額 

当該年度末現在高 

見 込 額 当 該 年 度 中 

起 債 見 込 額 

当 該 年 度 中 

元金償還見込額 

1．下水道事業債 ８３９，１９９ ７７５，７８９ ５，１００ ７６，２７６ ７０４，６１３ 
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金　額 金　額 国・県 地方債 その他

24,702 11,000 0 12,300 1,402 013,702

法適用支援業務委託 至　令和3年度 至　令和5年度

下水道事業地方公営企業
24,702

自　令和3年度
0 12,300 1,402

の支出予定額 特 定 財 源
一般財源

期　　間 期　　　間

11,000
自　令和4年度

13,702 0

                債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額又は支出額見込み及び
　　　　　　　　当該年度以降の支出予定額に関する調書

（単位：千円）

事　　　　項 限度額

前年度末まで 当該年度以降 左　の　財　源　内　訳

の支出見込額
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第４表 予  算  説  明 

１．歳入について 

 （１）使用料及び手数料は、下水道使用料及び下水道手数料を計上しました。前年度と比較して３２２千円の減であります。主な減

の要因は、下水道使用料の減であります。歳入予算総額に占める割合は、３７．４％であります。 

 （２）繰入金は、事業費繰入金を計上しました。前年度と比較して２，５２４千円の減であります。主な減の要因は、下水道事業法

適用支援業務委託財源更正に伴う減によるものであります。歳入予算総額に占める割合は、５９．２％であります。 

 （３）繰越金は前年度繰越金を計上しました。 

 （４）諸収入は、雑入を計上しました。 

 （５）町債は、下水道事業債を計上しました。前年度と比較して２，７００千円の増であります。主な増の要因は公営企業会計適用

債の増であります。歳入予算総額に占める割合は、３．３％であります。 

 （６）財産収入は、積立金利子を計上しました。 

  

２．歳出について 

 （１）下水道事業費は、経常的経費を計上しました。前年度と比較して、８，１１７千円の減であります。主な減の要因は、下水道

事業地方公営企業法適用支援業務委託費の減であります。歳出予算総額に占める割合は、９．６％であります。 

 （２）下水道維持管理費は、維持管理に係る経費を計上しました。前年度と比較して６，９９３千円の増であります。主な増の要因

は、球磨川上流流域下水道維持管理負担金の増です。歳出予算総額に占める割合は、３２．６％であります。 

 （３）基金積立金は、基金積立金利子を計上しました。 

（４）公債費は、下水道事業債の元金及び利子を計上しました。前年度と比較して、９７８千円の増であります。主な増の要因は、

下水道事業債元金の増によるものです。歳出予算総額に占める割合は、５７．６％であります。 

（５）予備費は、前年度同額を計上しました。  
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